




③医師の確保については、平成 26 年度から三重専門医研修プログラムの募集を開始し、若手医師の

キャリア形成支援等の取組を進めています。依然として、医師の地域偏在等の解消が課題となって

いることから、引き続き、地域医療に従事する医師の確保を図る必要があります。また、地域偏在

等の課題がある中、へき地等で地域医療を実践できる幅広い臨床能力を有する総合診療医を育成し

ていく必要があります。さらに、平成 30 年度から開始される新たな専門医制度については、地域

偏在・診療科偏在を助長しないよう、専門医の確保に向けた環境整備を進めていく必要があります。 

④看護師等の確保については、「看護職員確保対策検討会」での議論をふまえ、確保対策、定着促進、

資質向上、助産師確保の４本柱で取組を進めています。特に、在宅医療の推進を担う看護職員の養

成確保が必要です。また、助産師については、助産師出向システムの取組を進めています。引き続

き、各関係機関と連携しながら各対策を推進する必要があります。 

⑤医師や看護師等の勤務環境改善については、医療勤務環境改善支援センターを通じて、各医療機関

の取組を支援するとともに、「女性が働きやすい医療機関」認証制度の運用により、女性の医療従

事者が働きやすい環境づくりの促進を図っています。引き続き、医療機関の勤務環境改善の取組を

支援していく必要があります。 

⑥遠隔医療などＩＣＴを活用した医療は、政府の「未来投資戦略 2017」に「かかりつけ医等による対

面診療と組み合わせた効果的・効率的な遠隔診療の促進」が盛り込まれました。過重労働となりが

ちな医師の働き方を変え、患者の通院負担の軽減につなげるため、ＩＣＴを活用した遠隔医療の促

進に向けた検討が必要です。 

⑦医療分野の国際連携については、ＭＯＵ（覚書）締結病院である英国のロイヤルフリーホスピタル

への看護職員等の海外派遣研修を実施しました。引き続き、看護職の魅力向上につなげるため、看

護分野における国際的な視野を持ったリーダーの育成等を図る必要があります。 

⑧休日、夜間に安心して受診できる体制を確保するため、救急医療情報システムの運営を行うととも

に、かかりつけ医の必要性や適切な受診行動の普及啓発を行っています。救急医療情報システムを

10月に更新したことから、新たなシステムを活用し、より適切な救急医療情報の提供に努めるとと

もに、引き続き、救急医療に対する県民の理解を深め、一人ひとりの受診行動等を変えるための継

続した啓発活動を行う必要があります。 

⑨重症患者の救急医療体制を確保するため、救命救急センターの運営、ドクターヘリの運航等に対し

支援しています。奈良県が本年３月にドクターヘリの運航を開始したことから、三重、奈良、和歌

山の三県によるドクターヘリの運航体制について、検討する必要があります。ＩＣＴを活用した救

急患者搬送情報共有システムについては、モデル事業の検証結果に基づき、今後の対応について検

討していく必要があります。 

⑩安心して産み育てる環境づくりのため、周産期母子医療センターや小児救急医療機関の運営に対す

る支援を行うとともに、新生児ドクターカー（すくすく号）の運用、「みえ子ども医療ダイヤル（＃

8000）」による電話相談を実施しています。平成28年の周産期死亡率が全国ワースト１位まで下が

ったことから、周産期死亡率の改善に向けた取組を実施していく必要があります。小児在宅医療に

ついて、県北部地域、県南部地域において多職種による連携体制やレスパイト体制の構築が進めら

れており、今後、他地域においても取組を進めていく必要があります。 

⑪消防職員 25 名の救急救命士養成機関への入校を支援し、救急救命士の養成に取り組むとともに、救

急救命士を指導できる指導救命士を新たに 20 名養成し、認定救命士のブラッシュアップ研修を実施

するなど救急救命士の資質向上に取り組みました。引き続き、三重県救急搬送・医療連携協議会に

よるメディカルコントロール体制のもと、救急救命士の養成や資質向上に取り組む必要があります。 

 





③医師の確保に向けて、新たな専門医制度に対応しながら、より多くの医師修学資金貸与者等に三重

専門医研修プログラムの活用を促し、若手医師のキャリア形成を支援することで、県内定着の促進

や地域偏在等の解消に向けた取組を進めます。また、総合診療医の育成を図るため、一志病院を総

合診療医育成拠点施設とし、三重大学と連携しながら必要な支援を行います。 

④看護師等の確保に向けて、三重県ナースセンターにおいて求人側の勤務環境を十分把握し、ハロー

ワーク等と連携して求職者への就業斡旋を実施します。さらに、免許保持者の届出制度に基づき把

握した情報をもとに、きめ細かな情報発信や就業相談など再就業に向けた支援を行います。また、

在宅医療を担う看護師の育成のため、地域でプライマリ･ケアが実践できる看護職員の育成を推進

するとともに、特定行為研修の受講促進にも取り組みます。助産師については、就業先の偏在是正

等に向けて、助産師出向システムの取組を進めます。 

⑤医師や看護師等の勤務環境改善に向けて、医療勤務環境改善支援センターの医療労務管理アドバイ

ザーによる医療機関への助言、支援に取り組みます。また、引き続き、「女性が働きやすい医療機

関」認証制度により、女性の医療従事者が働きやすい環境づくりの促進を図ります。 

⑥医療現場の医師の働き方を変え、医師及び患者の負担軽減につなげるため、ＩＣＴを活用した遠隔

医療と担当医師による対面診療を組み合わせた効果的・効率的な医療を促進します。 

⑦医療分野の国際連携に向けて、県内の関係大学の連携による国際医療技術連携体制（Ｍ－ＭＵＳＣ

ＬＥ）協議会での議論をふまえ、各大学間の連携を図りながら、海外大学等への短期研修等による

人材育成等の取組を進めます。 

⑧三重県医師会等の関係機関と連携し、新規開業医を中心に救急医療情報システムへの参加を働きか

けるとともに、本年 10 月に更新した新しい救急医療情報システムを活用し、より適切な救急医療

情報の提供に努めます。また、かかりつけ医の必要性や適切な受診行動の普及啓発を行います。 

⑨重症患者の救急医療体制を確保するため、引き続き、救命救急センターの運営、ドクターヘリの運

航等に対し支援します。また、奈良県がドクターヘリの運航を開始したことから、三重、奈良、和

歌山の三県によるドクターヘリの運航体制について、検討します。ＩＣＴを活用した救急搬送患者

情報共有システムについて、モデル事業の検証結果に基づき、本県における今後のＩＣＴを活用し

たシステムのあり方について検討します。 

⑩安心して産み育てる環境づくりのため、引き続き、周産期母子医療センターや小児救急医療機関の

運営に対する支援を行うとともに、新生児ドクターカー（すくすく号）の運用、「みえ子ども医療

ダイヤル（＃8000）」による電話相談を実施します。周産期死亡率の改善に向け、周産期医療に係

る機能分担を進めるとともに、周産期医療関係者の連携強化を図ります。小児在宅医療については

取組の進んでいない市町においても多職種による連携体制の構築が進められるよう必要な支援を

行います。 

⑪医療に関する患者・家族等からの相談や苦情に引き続き対応していくとともに、医療安全推進協議

会等において医療安全体制の強化に係る具体的な取組内容の検討を進めながら、医療事故調査制度

への対応も含め、県内医療機関における医療安全体制の整備について必要な支援を行います。 

⑫平成 30 年度から県が国民健康保険の財政運営の責任主体となることから、市町や関係団体と連携

し、安定的な財政運営や効率的な事業の実施に努めます。三重県国民健康保険運営方針等に沿って、

市町の国保事業の安定的な運営を支援しながら、保険者努力支援事業等の制度を最大限活用し、特

定健診受診率の向上、後発医薬品の使用促進などの医療費適正化や収納率の向上等に資する市町の

取組を促進します。 

⑬引き続き、市町が実施する子ども・一人親家庭等・障がい者医療費助成事業を支援します。また、子ど

もの医療費の窓口負担無料（現物給付）化については、引き続き市町と慎重に検討していきます。 





 

⑤医師確保対策事業【基本事業名：12102 医療分野の人材確保】 

予算額：(29) ６１５，９２９千円 → (30) ６００，７５８千円 

事業概要：医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、初期臨床研修医

の定着支援、総合診療医の育成拠点整備、「女性が働きやすい医療機関」認証制度等に

よる勤務環境改善などの取組を進めます。 

 

⑥医師等キャリア形成支援事業【基本事業名：12102 医療分野の人材確保】 

予算額：(29) ６０，５７０千円 → (30) ５８，０２２千円 

事業概要：医師の不足・偏在の解消を図るため、三重県地域医療支援センターにおける修学資金

貸与医師等を対象とした三重専門医研修プログラムの運用等を行い、医師の地域偏在

の解消を図ります。また、へき地等の地域医療の担い手を育成するため、研修医等を

対象に三重県地域医療研修センターにおいて実践的な研修等を実施します。 

 

⑦ナースセンター事業【基本事業名：12102 医療分野の人材確保】 

予算額：(29) ３７，０９７千円 → (30) ３９，９７２千円 

事業概要：未就業の看護師等に対して、無料就業斡旋等による再就業支援を行うとともに、看護

の魅力の普及啓発を通じて、医療機関等の看護職員不足の解消を図ります。また、免

許保持者の届出制度に基づき把握した情報をもとに、再就業に向けた取組を進めます。 

 

⑧看護職員確保対策事業【基本事業名：12102 医療分野の人材確保】 

予算額：(29) １５０，９９６千円 → (30) １８０，９００千円 

事業概要：病院内保育所に対する運営支援の対象拡大を図るとともに、医療勤務環境改善支援セ

ンターにおける医療機関のニーズに応じた相談、専門家派遣等の取組を通じて、医療

従事者の離職防止、復職支援を図ります。また、看護師等養成所の教員養成講習会の

開催に向けた準備を行います。助産師については、地域偏在の解消や助産実践能力の

向上を図るため、引き続き助産師出向システムの取組を進めます。 

 

⑨救急医療体制推進・医療情報提供充実事業【基本事業名：12103 救急医療等の確保】 

予算額：(29) ３６７，１１０千円 → (30) １６２，４７３千円 

事業概要：平成 29 年 10 月に更新した三重県救急医療情報システムを活用し、引き続き、適切な

救急医療情報の提供に努めるとともに、かかりつけ医の必要性や適切な受診行動の普

及啓発を行います。 

 

⑩三次救急医療体制強化推進事業【基本事業名：12103 救急医療等の確保】 

予算額：(29) ４５０，７９６千円 → (30) ４５０，７９６千円 

事業概要：重症患者の救急医療体制を確保するため、救命救急センターの運営、ドクターヘリの

運航に必要な経費を支援します。 

 

 

 

 



⑪小児・周産期医療体制強化推進事業【基本事業名：12103 救急医療等の確保】 

予算額：(29) １９９，６４９千円 → (30) １９９，５８３千円 

事業概要：周産期母子医療センターや小児医療施設の運営及び施設整備を支援するとともに、周

産期死亡率の改善に向け、周産期医療に係るネットワーク体制の構築や多職種連携の

ための研修会等を開催し、安心して産み育てることができる環境づくりを推進します。 

 

⑫医療安全支援事業【基本事業名：12104 医療安全体制の確保】 

予算額：(29) １６，８９３千円 → (30) １７，０１９千円 

事業概要：医療安全支援センターにおいて医療に関する相談窓口事業を実施するほか、医療事故

調査制度の施行もふまえ、県内医療機関において必要となる設備整備に対する支援や

県内支援団体の体制整備を図ります。 

 

⑬国民健康保険事業特別会計繰出金【基本事業名：12106 適正な医療保険制度の確保】 

予算額：(29) １０，１５０，５９３千円 → (30) １０，３１８，０７５千円 

事業概要：国民健康保険財政の安定化を図るため、従来一般会計から市町等へ交付していた交付

金等について、国民健康保険制度の改正に伴い、平成 30 年度以降は県国民健康保険事

業特別会計に繰り入れたうえで市町へ交付することとします。 

 

⑭国民健康保険財政安定化基金積立金【基本事業名：12106 適正な医療保険制度の確保】 

予算額：(29) ２，０３７，４８２千円 → (30) ４０８，８１６千円 

事業概要：国民健康保険制度の改正に伴い、国民健康保険財政運営の安定化のため、県国民健康

保険事業特別会計に「国民健康保険財政安定化基金積立金」を積み立て、県および市

町に対し貸付・交付を行うことができる体制を確保します。 

 

⑮子ども医療費補助金【基本事業名：12106 適正な医療保険制度の確保】 

予算額：(29) ２，２７１，１３９千円 → (30) ２，２１７，１７４千円 

事業概要：子どもに必要な医療を安心して受けさせることができるよう、市町が実施する医療費

助成事業に要する経費について補助を行います。 

 

⑯一人親家庭等医療費補助金【基本事業名：12106 適正な医療保険制度の確保】 

予算額：(29) ４５６，８８８千円 → (30) ４５４，２８８千円 

事業概要：一人親家庭等が必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療

費助成事業に要する経費について補助を行います。 

 

⑰障がい者医療費補助金【基本事業名：12106 適正な医療保険制度の確保】 

予算額：(29) ２，１８１，０４０千円 → (30) ２，１５９，８００千円 

事業概要：障がい者が必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療費助

成事業に要する経費について補助を行います。 

 

 

 

 

 



 

 

⑱救急救命活動向上事業【基本事業名：12103 救急医療等の確保】 

予算額：(29) ３，６９２千円 → (30) ３，９５０千円 

事業概要：救命率の向上に向け、メディカルコントロール体制のもとで指導救命士の養成講習や、

救急救命士が行う特定行為を円滑に行うための講習等を実施します。 

 

 

 

⑲志摩病院管理運営事業 

【基本事業名：12105 県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提供】 

   予算額：(29)  １，１１２，０４４千円 → (30) １，１３６，３８５千円 

   事業概要：県立志摩病院の指定管理者に対して、政策的医療を実施するために必要な経費を交付

するとともに、経営基盤の強化を図りつつ、安定的、継続的な病院運営を実施していく

ための資金の交付、貸付を行います。 

 

防災対策部 

病院事業庁 


